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NPO 法人リハビリテーション学術センター 

平成 29年度事業報告、決算報告、監査報告 

 
１） 事業報告 

総会 平成 29年 4月 22日 18 時から 20時 
 

(1) 学術研究支援 
 

1) アジアリハビリテーション科学学会 
第１回アジアリハビリテーション科学学会学術大会 

 平成 29年 12月 9日 台湾台北 
 講演、演題発表 

 
第２回アジアリハビリテーション科学学会学術大会 

      平成 30年 3月 18日 IUHW 成田キャンパス 
      講演、演題発表 

      
第３回アジアリハビリテーション科学学会学術大会 

      平成 30年 3月 24日 北京 CRRC 
      講演、演題発表 

 
    雑誌発行：第１巻、１号、特別号１，２，３号 

 
(2) 教育支援 

  1)ビデオ学習教材作成 運動解剖生理学編 

 

2)日本リハビリテーション教育学会 
第１回日本リハビリテーション教育学会学術大会 

 平成 29年 8月 20日 IUHW 青山キャンパス 
  講演 

 
第２回日本リハビリテーション教育学会学術大会 

 平成 30年 1月 6日 IUHW 小田原キャンパス 
     講演、演題発表 

 
  雑誌発行：第１巻 特別号１ 

 
(3) リハビリ情報提供 

1) リハビリ紹介記事を掲載 
 

2) 国際エクササイズサイエンス学会 
第１回国際エクササイズサイエンス学会学術大会 

  平成 29年 6月 24日 帝京科学大学 上野原 
  講演、演題 

 
第２回国際エクササイズサイエンス学会学術大会 

  平成 30年 3月 10日 帝京科学大学 東京 
  講演、演題 

 
   雑誌発行：第１巻１号 
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平 成 29 年 度  事 業 報 告 書 
 
  平成 29 年 4 月 21 日から 平成 30 年 3 月 31 日まで 
 

 
 特定非営利活動法人リハビリテーション学術センター 

 
 １ 事業の成果 
 
１） 学術・研究支援事業として、日本リハビリテーション教育学会、アジアリハビリテー

ション科学学会。国際エクササイズサイエンス学会の学術大会実施し、多数の参加者
が見られた。 

２） 教育支援そして、国家試験対策 VOD 作成。多くのからが閲覧した。 
３） 情報提供として、ホームページにリハビリテーションについて紹介した。 

 

事業名 事 業 内 容 実 施 
日 時 

実 施 
場 所 

従事者
の人数

受益対象者 
の範囲及び 
人数 

事業費の
金額 
（千円）

 ﾘﾊﾋﾞﾘに関
する学術・
研究支援事

学術・研究情報の提供支
援活動 
 

平成 29 年 9
月、3 月 

 台湾、成
田 
 北京 

10 名 リハビリ関
係者 200 名 

1741 

ﾘﾊﾋﾞﾘに関
する教育支
援事業 

リハビリに関する学術
大会の開催および技術
講習会、研修会の開催 

平成 29 年 8
月平成 3 0
年 3 月 

 東京青山
 小田原 

10 名
 

リハビリ関
係者 100 名 

78 

ﾘﾊﾋﾞﾘに関
する情報提
供 

ﾘﾊﾋﾞﾘ技術の公開、講習
会 
ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞにてリハビリ
情

随時
３月 

北千住
ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 

10 名 不特定多数 200 

   

   

 
 （２）その他の事業 

 
事業名 事 業 内 容 実 施 

日 時 
実 施 
場 所 

従事者 
の人数 

事業費の
金額 
（千円）

なし 
 

  

   

   

 



 - 3 - 

２）平成 29 年度決算報告 

書式第１３号（法第２８条関係）　　

特定非営利活動法人

リハビリテーション学術センター

（単位：円）

Ⅰ　経常収益
１　受取会費 640,000

正会員受取会費 640,000

1,500,000
1,500,000

0
３　受取助成金等 0

受取補助金
４　事業収益

631,358
0

事業収益計 631,358
５　その他収益

受取利息・他 6 6
経常収益計 2,771,364

Ⅱ　経常費用
１　事業費

(1)人件費
給料手当 0
退職給付費用 0
福利厚生費 0
人件費計 0 0

会議費 0
学術研究事業 1,741,828
教育支援事業 78,200
旅費交通費 0
指導費 200,000
その他経費計 2,020,028

2,020,028
２　管理費

(1)人件費
役員報酬 0
給料手当 0
退職給付費用 0
福利厚生費 0
人件費計 0

消耗品費 12,828
水道光熱費 0
通信運搬費 9,258
印刷製本費 0
旅費交通費 0
減価償却費 0
雑費 0
その他経費計 22,086

2,042,114

当期正味財産増減額 729,250
前期繰越正味財産額 0

　　次期繰越正味財産額 729,250

受取寄附金

　　　学術研究収益

管理費計
経常費用計

　　　教育支援収益

平成29年度　　活動計算書

平成29年4月21日から　平成30年３月31日まで

科 目 金 額

賛助会員受取会費

(2)その他経費

事業費計

施設等受入評価益

(2)その他経費

２　受取寄附金
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書式第１５号（法第２８条関係）

                             特定非営利活動法人リハビリテーション学術センター

（単位：円）

Ⅰ　資産の部

１　流動資産

現金預金 87,886

普通預金 2,434,353

当座預金 0

未収金

　流　動　資　産　合　計 2,522,239

２　固定資産

(1)有形固定資産

　車両運搬具 0

什器備品 0

有形固定資産計 0

(2)無形固定資産

無形固定資産計 0

(3)投資その他の資産

　敷金 0

投資その他の資産計 0

　固　定　資　産　合　計 0

資　　産　　合　　計 2,522,239

Ⅱ　負債の部

１　流動負債

未払金 0

預り金 1,792,989

　流　動　負　債　合　計 1,792,989

２　固定負債

長期借入金 0

退職給与引当金 0

　固　定　負　債　合　計 0 0

負　　債　　合　　計 1,792,989 1,792,989

Ⅲ　正味財産の部

 前期繰越正味財産 0

 当期正味財産増減額 729,250

 正味財産合計 729,250 729,250

負債及び正味財産合計 2,522,239

平成29年度  貸借対照表

　平成30年3月31日現在

科 目 金 額
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書式第１６号（法第２８条関係）

特定非営利活動法人リハビリテーション学術センター

１． 重要な会計方針

　　 　計算書類の作成は、 NPO法人会計基準（2010年7月20日　2011年11月20日一部改正

NPO法人会計基準協議会） によっています

　 棚卸資産の評価基準及び評価方法

なし

　 固定資産の減価償却の方法

なし

　 引当金の計上基準

・ 退職給付引当金 なし

・ 　　　　引当金 なし

　 施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

なし

消費税等の会計処理
消費税は税込み経理によっています

２． 事業別損益の状況

（単位：円）

学術研究事業 教育事業 情報提供
事業部門計 管理部門 合計

Ⅰ　経常収益

受取会費 630,000 0 0 630,000 10,000 640,000

受取寄附金 1,000,000 250,000 250,000 1,500,000 0 1,500,000

受取助成金等 0 0 0 0 0

事業収益 631,358 0 0 631,358 0 631,358

その他収益 0 0 0 0 6 6

経常収益計 2,261,358 250,000 250,000 2,511,358 10,006 2,771,364
Ⅱ　経常費用

人件費

給料手当 0 0 0 0 0 0

退職給付費用 0 0 0 0 0 0

人件費計 0 0 0 0 0 0

その他経費

会議費 0 0 0 0 0

会場費 0 0 0 0 0

学術研究費 1,741,828 0 1,741,828 0 1,741,828

教育指導費 0 78,200 200,000 278,200 0 278,200

旅費 0 0 0 0 0

印刷製本費 0 0 0 0 0

水道光熱費 0 0 0 0 0

消耗品 0 0 0 12,828 12,828

通信費 0 0 0 9,258 9,258

雑費 0 0 0 0 0

その他経費計 1,741,828 78,200 200,000 2,020,028 22,086 2,042,114

経常費用計 1,741,828 78,200 200,000 2,020,028 22,086 2,042,114

当期経常増減額 519,530 171,800 50,000 741,330 -12,080 729,250

３． 施設の提供等の物的サービスの受入の内訳

内容 金額 算定方法
なし

（１）

科目

（６）

（３）

　　平成29年度　　計算書類の注記

（１）

（２）

（４）

 ３．

 ４．

 ５．

（２）

 １．

 ２．
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書式第１７号（法第２８条関係）

　　　　　　　　　　　　　　特定非営利活動法人リハビリテーション学術センター

（単位：円）

Ⅰ　資産の部

１　流動資産

現金預金

手元現金 87,886

三菱UFJ銀行板橋支店 2,434,353

未収金

　　　　事業未収金 0

　流　動　資　産　合　計 2,522,239

２　固定資産

(1)有形固定資産

車両運搬具 0

有形固定資産計 0

(2)無形固定資産

無形固定資産計 0 0

(3)投資その他の資産計

敷金 0

投資その他の資産計 0

　固　定　資　産　合　計 0

資　　産　　合　　計 2,522,239

Ⅱ　負債の部

１　流動負債

未払金 0

預り金 1,792,989

　流　動　負　債　合　計 1,792,989 1,792,989

２　固定負債

長期借入金 0

　　　　銀行借入金 0

　固　定　負　債　合　計 0

負　　債　　合　　計 1,792,989 1,792,989

正　　味　　財　　産 729,250

平成29年度　　財産目録

　　平成30年３月31日現在

科 目 金 額

 

３）監査報告 

 

監事は、平成 29 年４月 2１日から平成 30 年３月 31 日までの平成 29 年度の理事の職務の執行

について監査を行いました。その方法及び結果について、次のとおり報告いたします。 

 

１ 監査の方法及びその内容 

各監事は、理事等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、理

事会その他重要な会議に出席し、理事等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応

じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、業務及び財産の状況を調査しました。以上の方法
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により、当該会計年度に係る事業報告等（事業報告及びその附属明細書）について検討いたしま

した。 

さらに、会計帳簿又はこれに関する資料の調査を行い、当該会計年度に係る計算関係書類（計

算書類及びその附属明細書）及び財産目録について検討いたしました。 

 

２ 監査意見 

①  事業報告等の監査結果 

一 事業報告等は、法令及び定款に従い、法人の状況を正しく示しているものと認めます。 

二 理事の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認め

られません。 

②  計算関係書類及び財産目録の監査結果 

計算関係書類及び財産目録については、法人の財産、収支及び純資産の増減の状況を全て

の重要な点において適正に示しているものと認めます。 

 

                           平成 30年 5月 26日 

                           監事 黒川 幸雄 


